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⑥当初の研究目的（交付申請書に記載した研究目的を簡潔に記入してください。） 
 

1． 日本は 1980年代のハイテクミラクルにもかかわらず、1990年代以降の情報化社会においては、IT
の革新・活用において米国等に大きく立ち遅れるに至った。 

2． これは、その社会経済体質 (インスティテューション) がかつてのような柔軟性を発揮できず、IT
の成果をフルに活用できないまま経済を停滞させ、社会経済体質を更に硬直化させるという悪循環

に陥ったことによる。 
3． その原因は、社会経済への浸透過程における製造技術と IT との性格形成過程の相違にあり、前者
が開発者によって供給時点に決定されたのに対して、ITは社会経済全体が利用過程に新たな性格を
付与し、それが更に利用を拡大・高度化させるという構造を内包していることによるが、そのメカ

ニズムは未解明である。 
4． 本研究は、この解明をねらいに、日米欧及び豪州・インド・中国の異なる社会経済体質を有する代
表的な IT 活用国を対象に、比較国際経済・技術地政論・経済社会論及び比較制度論等学際的アプ
ローチをベースに、資料収集、経年観測、現地踏査、アンケート・インタビュー等を重ね、 
① 工業化社会と情報化社会における社会経済体質の柔軟性発揮状況の比較検証、 

② 社会経済体質の柔軟性と ITの革新・活用との相関分析、 
③  製造技術と ITとの性格形成主体・支配要因の比較抽出、 
を通じ、技術の性格形成メカニズムの解明を図ることを目的とする。 
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⑦これまでの研究経過（研究の進捗状況について、必要に応じて図表等を用いながら、具体的に記入してください。） 

表 1 研究ステップ 

平成 14年度 [設計・予備分析] 
平成 15年度 [データ構築・データ検証、経年観測] 
平成 16年度 [試行分析・マクロ分析、現地踏査、経年観測] 
平成 17年度 [ミクロ分析・深化分析、現地踏査、経年観測] 
平成 18年度 [総合分析、比較評価・とりまとめ] 

図 1. 研究体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 研究ステップは、表 1に示
すように、各年毎に 5段階
の研究を進めており、2 年
目を終了して、おおむね予
定に沿って順調に展開され
ている。 

2. 研究体制は、図 1に示すよ
うに、研究代表者を擁する
東京工業大学（大学院社会
理工学研究科）を総合拠点
とし、本件分野の研究の世
界的 COE として海外共同
研究者を擁する国際応用シ
ステム分析研究所（IIASA: 
在ウィーン）を日米欧豪印
中の比較実証研究の進捗等
を定期的に検討する「総合
検討会議」の拠点として活
用し、比較分析対象国の一
級の研究者・研究グループ
を包摂した総合的な国際共
同研究を展開している。 

3. 以上に加え、高度な計測・
分析手法の深化・展開や、
日豪、日印等の 2国間の掘
り下げた比較分析を定期的
に実施している。 

4. 研究成果は、国内において
は、研究・技術計画学会年
次学術大会における積極
的発表に努め、平成 14、
15 の両年度だけで、53 件
の進捗発表を行っている。
以上を含め研究代表者渡
辺が関連するものだけで
も学術論文や内外学会発
表は既に 105 編におよん
でいる。更に、毎月、研究・
技術計画学会国際問題分
科会において、本研究関連
の発表・検討を行ってお
り、平成 14 年 6 月－平成
16年 4月の間に 23回を数
えるに至っている。 

5. 主要研究検討会議の開催状
況は表 2 に示す通りであ
り、これらにうかがわれる
ように、本研究は世界の叡
智を総合的に結集して、当
初計画に従って着実かつ活
発に展開されており、その
進捗発表はきわめて積極的
に行われており、その国際
的注目も高いものと判断さ
れる。 

表２ 主要研究検討会議開催状況 

第 1回総合検討会議 

(2002. 9. 22, 23 ｳｨｰﾝ (IIASA)) 
設計・予備分析 9カ国 18研究者発表

研究・技術計画学会年次学術大会 

(2002. 10. 25, 26 北九州) 
予備分析 研究進捗 28件発表 

日豪ﾗｳﾝﾄﾞﾃｰﾌﾞﾙ会議 

(2002. 11. 15 ｼﾄﾞﾆｰ) 
日豪比較分析 日本側発表をもとに

総合討論 

社会経済体質柔軟性計測手法 

分析会議  
(2003. 3. 15,16  ｳｨｰﾝ (IIASA)) 

計量手法 

比較実証分析 

比較実証分析結果の

検討評価 

第 2回総合検討会議 

(2003. 4. 27, 28 ｳｨｰﾝ (IIASA)) 
予備分析 

ﾃﾞｰﾀ構築・検証 

9カ国 25研究者発表 

第 3回総合検討会議 

(2003. 9. 21, 22 ｳｨｰﾝ (IIASA)) 
予備分析 

ﾃﾞｰﾀ構築・検証 

経年観測 

9カ国 21研究者発表 

研究・技術計画学会年次学術大会 

(2003. 11. 7, 8 東京) 
予備分析 

ﾃﾞｰﾀ分析 

研究進捗 25件発表 

日豪ﾗｳﾝﾄﾞﾃｰﾌﾞﾙ会議 

(2003.11. 14 ﾒﾙﾎﾞﾙﾝ) 
日豪比較分析 日豪双方の発表をも

とに総合討論 

日印比較検討会議 

(2003. 12. 2-4 東京) 
日印比較分析 ｲﾝﾄﾞの発表を中心に

比較検証 

社会経済体質柔軟性計測手法 

分析会議  

(2004. 3. 7, 8  ｳｨｰﾝ (IIASA)) 

計量手法 

比較実証分析 

比較実証分析（ﾌｪｰｽﾞ

2）結果の検討評価 

第 4回総合検討会議（予定） 

(2004. 5. 2, 3 ｳｨｰﾝ (IIASA)) 
経年観測 
試行分析 

9カ国 24研究者発表 
（予定）  
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⑧特記事項（これまでの研究において得られた、独創性・新規性を格段に発展させる結果あるいは可能性、新たな知見、学問的・学術的なインパク
ト等特記すべき事項があれば記入してください。） 

 
本研究は、5年計画の 2年目を終了した段階であるが、現時点においてすでに下記のように国際的に注目さ
れる学術的成果がいくつかみられるに至っている。 
1. 国際研究ネットワークの構築とその好循環 

① 命題の「社会経済への浸透過程における技術の性格形成メカニズム」を製造技術と ITとの比較分析に視
点を据えて行う上で、社会経済体質 (インスティテューション) の状況と ITの革新・活用との関係を製
造技術の革新・活用との対比をベースに分析することが要諦となる。 

② そのためには、日米欧および豪・印・中等異なった社会経済体質を有する IT活用国との比較実証分析が
必要不可欠であり、本件課題および各国の社会経済体質双方に通暁した専門家との国際研究ネットワー
クの構築が基本となるが、今まで、本件課題領域と社会経済体質の課題領域とが異なる専門分野で別個
に扱われてきたことに加え、学問的にも分析枠組み的にも未確立の本課題について、異なった国・地域
の間で同一の問題意識をシェアした高度な専門家のネットワークは一部の特定のイシューをのぞいて皆
無に近かった。 

③ かかる中で、本研究においては、周到な事前準備に基づく精力的な努力の積み重ねの結果、先に示した
ように、日本（東工大）を中核に、米国、欧州（仏・蘭・独・露等、英については構築中）、豪、インド、
中国との間の国際研究ネットワークの構築に成功し、国際共同研究ならではの革新的な相乗成果を顕著
に上げつつある。 

④ 同国際共同ネットワークの専門分野は、各国それぞれの社会経済体質の認識をベースに、国際的な学際
研究機関たる「国際応用システム分析研究所(IIASA)」の支援をも得て、数学・数理統計等の分析技術面
はいうに及ばず、技術経済・ミクロ経済・経営科学および比較国際経済・技術地政論・経済社会論・比
較制度論ならびに技術革新・技術情報・製造技術の広範な学際領域を包摂しており、本件研究を遂行す
る上での国際的にも注目される貴重な研究資源を構築するに至っている。 

⑤ 異なった社会経済体質の経験・洞察を有する広範な学際的専門家の相互交流・触発は、研究上の新たな
洞察を生み、それがさらに広いネットワークを構築する等の好循環を生み出している。 

2. 社会経済体質分析データベースの構築とその好循環 

① 以上の比較実証分析を行う上で、十分に評価検証された社会経済体質の比較分析に必要な各国比較可能
なデータの収集・加工・構築が必要・不可欠であるが、現在までに、1. のネットワークに立脚して、世
界 46 カ国を対象に、15 年間の時系列データを構築し、その信頼性の評価検証も終え、比較実証分析に
活用しつつある。 

② このデータは、他の国際機関も注目しており、一部それを用いた分析にも提供し、その結果をさらに本
研究の発展に活用するような好循環構造が築かれつつある。 

3. 技術の性格形成分析評価手法の開発とその好循環 

① 社会経済への浸透過程における技術の性格形成メカニズムを、異なった社会経済体質下での製造業と IT
との比較において行う上で、信頼性・汎用性・再現性・実践性に卓越した分析評価手法の開発が不可欠
であるが、IIASA およびロシア科学アカデミーの数理分析グループとも共同して、以上の要件に卓越し
た分析評価手法を開発しつつあり、一部試行比較分析に供しつつある。 

② 試行比較分析結果は国際的にも注目されており、その結果が、分析モデル構築上のさらなる燭光を与え
る等、この面でも好循環が構築されつつある。 

4. インステイテューショナル・イノベーションの学術研究への新たな地平の開拓 

① 以上の研究を通じ、 
イ) 技術の性格形成の基幹となる技術の創造から事業化までのイノベーションサイクルの活性化は、国

家戦略・社会制度・企業レベルでの組織文化・時代背景といった総合的な社会経済システムとの共
進のダイナミズムに大きく依存し、本研究で掲げる「社会経済体質」は、この総合システムに符合
する。 

ロ) 日本企業の技術経営のシステムは、本来的にこの面の卓越した機能を内包する 
ハ) しかるに、20世紀末にそれまでの世界的モデルから反面教師に急転した日本の技術経営のシステム

は、工業化社会から情報化社会へのパラダイムシフト過程における技術イノベーション創出サイク
ルと先の「社会経済体質」のシステムとの共進的ダイナミズムの齟齬による 

ニ) 従って、このダイナミズムを解明し、可視化・操作化し、世界価値への昇華を図ることは、ITの革
新・活用を図り、日本が米国に伍して技術競争力の再生を図るために必要不可欠であるのみならず、
同時に、世界価値の創造に貢献し、それはまた、日本の将来の発展にも必要である 

との洞察を得るに至った。 
② この洞察は、国際的にも大きく注目され、インステイテューショナルイノベーションの学術研究に新た
な地平を開きつつある。 

5. 内外学術研究へのインパクト 

① 以上の一連の研究は、積極的に国際学術誌や内外学会に発表され、研究代表者渡辺だけについてみても、
この 2年間に 105編（国際学術誌 36編、国際学術図書 2冊、国際学会発表 14件、国内学会発表 53件）
の発表が行われ、内外の学術研究に大きなインパクトを与えている。 

② その結果、研究代表の渡辺は、2004年 4月に国際技術経営学会(IAMOT)から研究論文賞を授与されてい
る。 
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⑨研究成果の発表状況（この研究費による成果の発表に限り、学術誌等に発表した論文（発表予定のものを記入することも可能。）
の全著者名、論文名、学協会誌名、巻（号）、最初と最後のページ､発表年（西暦）、及び国際会議、学会

等における発表状況について記入してください。） 
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